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令 和 ７ 年 度

本 庄 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書





　　　令和７年度本庄市下水道事業会計予算 　

　（総則）

第１条　令和７年度本庄市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

 （１） 公共下水道事業

　　　水洗化戸数 ２０，８０１ 戸　  

　　　年間有収水量 ５，１４６，５００ ㎥    

　　　一日平均有収水量 １４，１００ ㎥    

　　　主な建設改良事業

　　　管渠布設 ３，４００ ｍ　  

 （２） 農業集落排水事業

　　　水洗化戸数 ８６５ 戸　  

　　　年間処理水量 １７７，３００ ㎥    

　　　一日平均処理水量 ４８６ ㎥    

　　　主な建設改良事業

　　　処理場建設改良費 ８，５０４ 千円　　

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
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　第１款　公共下水道事業収益 １，９８１，８３１ 千円  

　　第１項　営業収益 ９３４，６３４ 千円  

　　第２項　営業外収益 １，０４７，１９７ 千円  

　第２款　農業集落排水事業収益 １９０，７７０ 千円  

　　第１項　営業収益 ２９，９５６ 千円  

　　第２項　営業外収益 １６０，８１４ 千円  

　収益的収入合計　 ２，１７２，６０１ 千円  

　第１款　公共下水道事業費用 １，９５７，５５３ 千円  

　　第１項　営業費用 １，８３４，３９９ 千円  

　　第２項　営業外費用 １２１，８０４ 千円  

　　第３項　特別損失 ８５０ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業費用 １８６，７４０ 千円  

　　第１項　営業費用 １７３，６９０ 千円  

　　第２項　営業外費用 １２，１５０ 千円  

　　第３項　特別損失 ４００ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　収益的支出合計 ２，１４４，２９３ 千円  

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 ４２２，

　９３９ 千円は過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ８８，９０２ 千円、当年度分消費税及び地方消費税資本

　的収支調整額 ２０，６００ 千円、過年度分損益勘定留保資金 ７７，３１８ 千円、当年度分損益勘定留保資金 ２３６，

収　　　　　　　　　　 入

支　　　　　　　　　　 出
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　１１９ 千円で補てんするものとする。）。

　第１款　公共下水道事業資本的収入 １，０６７，４３５ 千円  

　　第１項　企業債 ６９５，６００ 千円  

　　第２項　他会計負担金 ６８，６６４ 千円  

　　第３項　国庫補助金 ２６１，８００ 千円  

　　第４項　負担金等 ４０，３７１ 千円  

　　第５項　預託金回収金 １，０００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業資本的収入 ３８，３５６ 千円  

　　第１項　企業債 ３，３００ 千円  

　　第２項　他会計補助金 ２７，２７１ 千円  

　　第３項　負担金等 ２，９４０ 千円  

　　第４項　預託金回収金 ６００ 千円  

　　第５項　基金繰入金 ４，２４５ 千円  

　資本的収入合計　 １，１０５，７９１ 千円  

　第１款　公共下水道事業資本的支出 １，４６０，８１４ 千円  

　　第１項　建設改良費 １，０６９，２８４ 千円  

　　第２項　固定資産購入費 １，０６２ 千円  

　　第３項　企業債償還金 ３８９，４６８ 千円  

　　第４項　融資あっせん預託金 １，０００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業資本的支出 ６７，９１６ 千円  

　　第１項　建設改良費 １６，５３７ 千円  

　　第２項　固定資産購入費 ４６５ 千円  

収　　　　　　　　　　 入

支　　　　　　　　　　 出
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　　第３項　企業債償還金 ５０，３１４ 千円  

　　第４項　融資あっせん預託金 ６００ 千円  

　資本的支出合計　 １，５２８，７３０ 千円  

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　 　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００ 千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

  (１)　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

起債の目的

計 ６９８，９００ 千円

 公共下水道事業
 （特別措置分）

１２，５００ 千円

 利根川右岸
 流域下水道事業

５８，２００ 千円

 公共下水道事業 ６２４，９００ 千円

普通貸借
又　　は
証券発行

５．０％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には債権者と協定するも
のによる。ただし、企業財政
の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借り換えす
ることができる。３，３００ 千円 農業集落排水事業

限 度 額

事　　　項 期　　　間 限　度　額

 水洗便所改造資金融資あっせんに対
 する損失補償（令和７年度分）

令和７年度から令和１１年度まで
 当該資金の貸し付けにより生ずる元金、
 利子及び遅延金に相当する額

起債の方法 利　　率 償還の方法
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第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(１)　職員給与費 １２１，９５８ 千円  

　（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９４，９４７ 千円である。

　　令和 ７年 ２月２５日　提　出

　 本庄市長　　吉　　田　　信　　解
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令 和 ７ 年 度

本庄市下水道事業会計予算に関する説明書





          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業収益 1,981,831

 1 営業収益 934,634

 1 下水道使用料 893,037

 2 雨水処理負担金 40,926

 3 その他営業収益 671

 2 営業外収益 1,047,197

 1 他会計補助金 646

 2 他会計負担金 361,586

 3 国庫補助金 32,500

 4 長期前受金戻入 652,453

 5
消費税及び地方消費税
還付金

1

 6 雑収益 11

令和７年度本庄市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業収益 190,770

 1 営業収益 29,956

 1 農業集落排水使用料 29,788

 2 その他営業収益 168

 2 営業外収益 160,814

 1 他会計補助金 67,030

 2 他会計負担金 43,127

 3 長期前受金戻入 50,657

2,172,601収益的収入合計

（単位：千円）

備    考

-8-



          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業費用 1,957,553

 1 営業費用 1,834,399

 1 管渠費 115,222

 2
流域下水道維持管理負
担金

509,504

 3 普及促進費 231

 4 業務費 27,055

 5 総係費 172,583

 6 減価償却費 1,006,024

 7 資産減耗費 3,780

 2 営業外費用 121,804

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

121,772

 2 雑支出 32

 3 特別損失 850

 1 過年度損益修正損 850

 4 予備費 500

 1 予備費 500

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業費用 186,740

 1 営業費用 173,690

 1 管渠費 13,761

 2 処理場費 53,172

 3 業務費 981

 4 総係費 24,059

 5 減価償却費 80,217

 6 資産減耗費 1,500

 2 営業外費用 12,150

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

9,130

 2 消費税及び地方消費税 3,000

 3 雑支出 20

 3 特別損失 400

 1 過年度損益修正損 400

 4 予備費 500

 1 予備費 500

2,144,293収益的支出合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
収入

1,067,435

1 企業債 695,600

 1 建設改良債 637,400

 2 流域下水道事業債 58,200

2 他会計負担金 68,664

 1 他会計負担金 68,664

3 国庫補助金 261,800

 1 国庫補助金 261,800

4 負担金等 40,371

 1 受益者負担金 39,071

 2 工事負担金 1,300

5 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

備    考

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的収入

38,356

 1 企業債 3,300

 1 建設改良債 3,300

 2 他会計補助金 27,271

 1 企業債元金償還補助金 27,271

3 負担金等 2,940

 1 受益者分担金 2,940

4 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

5 基金繰入金 4,245

 1 基金繰入金 4,245

1,105,791資本的収入合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
支出

1,460,814

 1 建設改良費 1,069,284

 1 管路建設改良費 1,011,062

 2 流域下水道建設負担金 58,222

 2 固定資産購入費 1,062

 1 有形固定資産購入費 1,062

 3 企業債償還金 389,468

 1 建設企業債元金償還金 328,600

 2
流域下水道事業債元金
償還金

60,256

3
その他の企業債元金償
還金

612

4 融資あっせん預託金 1,000

 1 融資あっせん預託金 1,000

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的支出

67,916

 1 建設改良費 16,537

 1 管路建設改良費 8,033

 2 処理場建設改良費 8,504

 2 固定資産購入費 465

 1 有形固定資産購入費 465

 3 企業債償還金 50,314

 1 建設企業債元金償還金 50,314

 4 融資あっせん預託金 600

 1 融資あっせん預託金 600

1,528,730資本的支出合計

（単位：千円）

備    考
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本庄市

下水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 8,830,000

　　減価償却費 1,086,241,000

　　固定資産除却費及び減損損失 3,500,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 188,037

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 85,000

　　長期前受金戻入額 △ 703,110,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 130,902,000

　　未収金の増減額（△は増加） 53,299,615

　　未払金の増減額（△は減少） △ 3,890,000

　　小計 575,499,578

　　利息の支払額 △ 130,902,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 444,597,578

令和７年度本庄市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和7年4月1日 から 令和8年3月31日 まで ）

-15-



 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,139,309,000

　　無形固定資産の取得による支出 △ 58,222,000

　　国庫補助金等による収入 261,800,000

　　受益者負担金等による収入 43,311,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 95,935,000

　　基金の取崩による収入 4,245,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 33,377,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 825,617,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 698,900,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 439,170,000

　　その他の企業債の償還による支出 △ 612,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 259,118,000

 

　資金増加額（又は減少額） △ 121,901,422

　資金期首残高 1,263,615,496

　資金期末残高 1,141,714,074
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1　総括

2,009 1,313 01,324 166 334

36

0 11

36

0比 較 90 504

10,077 72 4,5781,302 546 12,142前 年 度 1,872 1,728

47 3614,151 11,390 721,468 880

勤勉手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

4,578

管理職員
特別勤務
手 当

在 宅
勤 務 等
手 当

本 年 度 1,962 2,232

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当

1,324

8,617 5,751 14,442 2,383 16,825

備考　１　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

5,801 3,770 9,571 1,778 11,349

合　　　　計 0 2 ( ) 74

比

較

2,816 1,981 4,871 605 5,476

資本勘定支弁職員 1 （ ）

損益勘定支弁職員 0 1 ( ) 74

前
年
度

損益勘定支弁職員 12 9 （ ） 224

10,427 31,080 7,312 38,392

合　　　　計 12 15 （ ） 224 53,357

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,653

32,389 85,970 19,163 105,133

32,704 21,962 54,890 11,851 66,741

61,974 38,140 100,412 21,546 121,958

12,456 72,217

資本勘定支弁職員 7 （ ） 26,454 14,197 40,651 9,090 49,741
本
年
度

損益勘定支弁職員 12 10 （ ） 298 35,520 23,943 59,761

合　　　　計 12 17 （ ） 298

給  与  費  明  細  書

（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
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 (1)　会計年度任用職員以外の職員

1,302 166

前 年 度 1,872

本 年 度 1,962

4,5781,728 1,302

11,390 722,232 1,302

72

　　　２　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員について外書き

0 11324 2,009 1,313比 較 90 504 0

4,5781,468 47870 14,151

36546 12,142 10,077

（単位：千円）

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

7,525 5,719 13,318 2,208 15,526

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

5,801 3,770 9,571 1,778 11,349

合　　　　計 0 1 ( ) 74

比

較

1,724 1,949 3,747 430 4,177

資本勘定支弁職員 1 （ ）

損益勘定支弁職員 0 0 ( ) 74

前
年
度

損益勘定支弁職員 12 9 （ ） 224

10,427 31,080 7,312 38,392

合　　　　計 12 15 （ ） 224 53,357

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,653

32,389 85,970 19,163 105,133

32,704 21,962 54,890 11,851 66,741

60,882 38,108 99,288 21,371 120,659

40,651 9,090 49,741

12 9 （ ） 298 34,428 23,911 58,637

合　　　　計 12 16 （ ） 298

手 当 の

内 訳

在 宅
勤 務 等
手 当

36

36

0

本
年
度

損益勘定支弁職員 12,281 70,918

資本勘定支弁職員 7 （ ） 26,454 14,197

（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
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 (2)　会計年度任用職員 （単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 1 （ ） 1,092 32 1,124

合　　　　計 1 （ ）

175 1,299

資本勘定支弁職員 （ ）

1,092 32 1,124 175 1,299

合　　　　計 （ ）

資本勘定支弁職員 （ ）

（ ）

損益勘定支弁職員 1 ( )

前
年
度

損益勘定支弁職員 （ ）

1,092 32 1,124 175 1,299

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

合　　　　計 1 ( )

比

較

1,092 32 1,124 175 1,299

資本勘定支弁職員

管理職員
特別勤務
手 当

在 宅
勤 務 等
手 当

本 年 度

　　　２　（ ）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当

22 10

勤勉手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

比 較

前 年 度

22 10
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2  報酬、給料及び手当の増減額の明細 （単位 : 千円）

説     明 備      考

0 給 与 改 定 に 0

伴 う 増 減 分

そ　の　他　の 0

増　　減　　分

8,617 給 与 改 定 に 1,965  給与の平均改定率（前年度）　　3.0％

伴 う 増 減 分  給与改定の実施時期　　令和6年4月1日

昇 給 に 伴 う 201  平均昇給率　　　　　　　　　 1.23％

増　　加　　分  昇給日　　　　　　　　　　　 1月1日

そ　の　他　の 6,451  職員の異動等に伴う増減

増　　減　　分

5,751 制 度 改 正 に 2,450  期末手当               720

伴 う 増 減 分  勤勉手当               758

 扶養手当     　       △69

 管理職員特別勤務手当    11

 地域手当             1,324

 住居手当             △294

そ　の　他　の 3,301  職員の異動等に伴う増減

増　　減　　分

区     分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳

給 　   料

手 　   当

報 　　酬
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3  給料及び手当の状況

（1） 職員1人当り給与

行　　政　　職 技 能 労 務 職

   平 均 給 料 月 額（円） 322,451                 

令和7年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 357,733                 

  平   均   年   齢（歳） 39.5                    

   平 均 給 料 月 額（円） 295,313                 

令和6年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 336,969                 

  平   均   年   齢（歳） 37.5                    

（2） 初任給

埼　　玉　　県 国

行 政 職（円） 行政職（一）（円）

高  校  卒 198,390                 214,347                 225,600                 

短  大  卒 214,812                 － －

大  学  卒 230,112                 248,621                 264,000                 

区        　　          分

区　　　分 行　政　職（円）

備考　１　初任給には、地域手当を含む（国は本府省採用の場合）
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（3） 級別職員数

区       分

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　   (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　6  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　3　　 (   )　 17  (   )    　  (   )    　

令和7年1月1日現在 4  (   )　　4　  (   )　 24  (   )    　  (   )    　

3  (   )　　5　  (   )   29  (   )    　  (   )    　

2  (   )　　4  (   )　 24  (   )    　  (   )    　

1  (   )　　  (   )　   (   )    　  (   )    　

計  (   )　 17　  (   )　100　　 計  (   )    　　 　 (   )    

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　  (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　2　　 (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和6年1月1日現在 4  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

3  (   )　　5　  (   )   33  (   )    　  (   )    　

2  (   )　　4  (   )　 27  (   )    　  (   )    　

1  (   )　　1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15　  (   )　100　　 計  (   ) 　 　  (   )  　

備考　１　( )内は定年前再任用短時間勤務職員について外書き

区 分 8   級 7   級 6   級 5   級 4   級 3   級 2   級 1　 級
部  長 次　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事 主事補

参　事 副参事 主  　幹 主　査 技　師 技師補

行　　　政　　　職 技　能　労　務　職

（級別の基準となる職務）

行 政 職
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行 政 職 技 能 労 務 職

（人） 17                 17                 

本 （人） 17                 17                 

　1号給 （人） 1                  1                  

　2号給 （人） 1                  1                  

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 10                 10                 

  5号給 （人） 4                  4                  

度   6号給 （人） 1                  1                  

（％） 100                100                

（人） 15                 15                 

前 （人） 15                 15                 

　1号給 （人） 1                  1                  

  2号給 （人）

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 9                  9                  

　5号給 （人） 4                  4                  

度   6号給 （人） 1                  1                  

（％） 100                100                

  職     員     数  （Ａ）

（4） 昇給  

区             分    合         計   
  代  表  的  な  職  種

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  職     員     数  （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳
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（5） 特殊勤務手当

（6） 期末手当・勤勉手当

備考　１　(　 )内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率

技 能 労 務 職行 政 職

　防災業務手当

－

0.077

全 職 種

－

0.077

区 分

給料総額に対する比率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率（％）
 （令和7年1月1日現在）

4.502.25 2.25

(2.40)

4.60

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

有

有

有

支　給　率　計

（月分）

(2.40)

4.60

(2.35)

備  考区 分
支   給   期   別   支   給   率

6月（月分） 12月（月分）

本 年 度
(1.20) (1.20)

2.30 2.30

前 年 度
(1.175) (1.175)

国 の 制 度
(1.20) (1.20)

2.30 2.30
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（7） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 

支 給 率 等

備考　１　支給率等は令和7年1月1日現在

（8） その他の手当

扶　　養　　手　　当 同　 　 じ

通　　勤　　手　　当 同　 　 じ

47.709

区　　　    　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

住　　居　　手　　当 同　 　 じ

備   考
最　高　限　度

（月分）

47.709

そ の 他 の

加 算 措 置 等

 定年前早期退職
 特別措置

 定年前早期退職
 特別措置

（3%～45%加算）

（3%～45%加算）

国　の　制　度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709

地　　域　　手　　当 同　 　 じ

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709
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（令和7年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 水洗便所改造資金融資あっせ
 んに対する損失補償
（令和7年度分）

 当該資金の貸し付
 けにより生ずる元
 金、利子及び遅延
 金に相当する額

― ―
令和7年度から
令和11年度まで

限度額に同じ

債務負担行為に関する調書

限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（過年度に係る分） （単位：千円）

事　　　項 限度額

期　間 金　額 期　間 金　額 営業収益 国庫補助金 企業債 その他

水洗便所改造資金融資あっせん
に対する損失補償
（令和6年度分）

 当該資金の貸し付
 けにより生ずる元
 金、利子及び遅延
 金に相当する額

－ －
令和７年度から

令和１０年度まで 限度額に同じ

農業集落排水最適整備構想見直
し業務委託

4,280 － －
令和６年度から
令和７年度まで 4,280 4,280

中継ポンプ場維持管理業務委託
（１０施設）

4,550 － － 令和７年度 4,550 4,550

ウォーターＰＰＰ導入事前検討
業務委託

22,600 － － 令和７年度 22,600 22,600

雨水管理総合計画（雨水管理方
針）策定業務委託

41,870 － － 令和７年度 41,870 20,970 20,900

下水道事業経営戦略見直し業務
委託

6,180 － － 令和７年度 6,180 6,180

下水道賠償責任保険 243 － － 令和７年度 243 243

農業集落排水中継ポンプ場維持
管理業務委託
（仁手・下仁手・久々宇）

3,500 － － 令和７年度 3,500 3,500

農業集落排水処理施設維持管理
業務委託（５施設）

25,960 － － 令和７年度 25,960 25,960

公共下水道汚水管渠築造工事
（下野堂７－１工区）

87,120 － － 令和７年度 87,120 38,940 48,100 80

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額
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（単位：千円）

事　　　項 限度額

期　間 金　額 期　間 金　額 営業収益 国庫補助金 企業債 その他

公共下水道汚水管渠築造工事
（万年寺７－１工区）

113,888 － － 令和７年度 113,888 31,300 82,500 88

住民情報帳票作成業務委託 763 － － 令和７年度 763 763

水洗便所改造資金融資預託金 1,600 － － 令和７年度 1,600 1,600

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 117,834,162

     ロ 建物 433,125,545

      　建物減価償却累計額 △ 79,195,506 353,930,039

     ハ 構築物 34,510,326,066

      　構築物減価償却累計額 △ 7,878,416,299 26,631,909,767

     ニ 機械及び装置 360,690,000

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 136,358,103 224,331,897

     ホ 車両運搬具 1,424,085

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 1,118,087 305,998

     ヘ 工具、器具及び備品 5,254,440

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 1,453,109 3,801,331

     ト 建設仮勘定 74,134,248

        有形固定資産合計 27,406,247,442

令和７年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

資     産     の     部

（ 令和8年3月31日 )
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,191,519,863

        無形固定資産合計 2,191,519,863

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 30,470,561

        投資その他資産合計 31,809,561

        固定資産合計 29,629,576,866

2 流動資産

 (1) 現金預金 1,141,714,074

 (2) 未収金 117,719,963

     貸倒引当金 △ 3,231,546 114,488,417

        流動資産合計 1,256,202,491

        資産合計 30,885,779,357

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 11,025,937,786

     ロ その他の企業債 4,276,890

負     債     の     部
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        企業債合計 11,030,214,676

        固定負債合計 11,030,214,676

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 469,573,682

     ロ その他の企業債 611,110

        企業債合計 470,184,792

 (2) 未払金 336,510,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 10,765,000

        引当金合計 10,765,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 817,899,792

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 24,823,285,568

     長期前受金収益化累計額 △ 7,297,097,015 17,526,188,553

        繰延収益合計 17,526,188,553

        負債合計 29,374,303,021
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6 資本金 725,229,386

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　　 イ 受贈財産評価額 1,428,509

     ロ 国庫補助金 44,692,044

     ハ 県補助金 11,796,284

     ニ 受益者負担金等 3,252,601

     ホ 工事負担金 2,810,215

     ヘ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 77,104,802

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 405,931,822

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 273,210,326

        利益剰余金合計 709,142,148

        剰余金合計 786,246,950

        資本合計 1,511,476,336

        負債資本合計 30,885,779,357

資     本     の     部
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令和７年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具            ４年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 

-33-



職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和７年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金１０，４９１，０００円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金５９６，７４６円を取り崩す。 
 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 
貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は７，５３３，１０６，０００円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和７年４月１日から令和８年３月３１日）              （単位：千円） 

  公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 

営業収益 853,433 27,248 880,681 

営業費用 1,766,834 166,799 1,933,633 

営業損益 △ 913,401 △ 139,551 △ 1,052,952 

経常損益 4,950 6,017 10,967 

セグメント資産 28,316,422 2,569,357 30,885,779 

セグメント負債 26,986,633 2,387,670 29,374,303 

・企業債 10,728,431 771,968 11,500,399 

・繰延収益 15,935,299 1,590,890 17,526,189 

・その他 322,903 24,812 347,715 

その他の項目    

・他会計繰入金 471,822 137,428 609,250 

・減価償却費 1,006,024 80,217 1,086,241 

・有形固定資産及び無形 △ 17,649 △ 66,259 △ 83,908 

  固定資産の増減額      
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（単位：円）

1 営業収益

 (1) 使用料 807,165,000

 (2) 雨水処理負担金 58,253,000

 (3) その他営業収益 540,000 865,958,000

2 営業費用

 (1) 管渠費 125,115,000

 (2) 処理場費 41,620,000

 (3) 流域下水道維持管理負担金 469,755,000

 (4) 普及促進費 198,000

 (5) 業務費 21,854,000

 (6) 総係費 211,862,000

 (7) 減価償却費 1,055,702,000

 (8) 資産減耗費 3,775,000 1,929,881,000

     営業損失 1,063,923,000

3 営業外収益

 (1) 他会計補助金 81,667,000

 (2) 他会計負担金 374,600,000

 (3) 国庫補助金 52,782,000

令和６年度本庄市下水道事業予定損益計算書（前年度分）
（ 令和6年4月1日 から  令和7年3月31日 まで ）
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 (4) 長期前受金戻入 720,471,000

 (5) 雑収益 11,000 1,229,531,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 108,565,000

 (2) 雑支出 17,969,000 126,534,000 1,102,997,000

     経常利益 39,074,000

5 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 1,137,000 1,137,000

6 予備費

 (1) 予備費 1,000,000 1,000,000 △ 2,137,000

     当年度純利益 36,937,000

     前年度繰越利益剰余金 151,307,326

     その他未処分利益剰余金変動額 76,136,000

     当年度未処分利益剰余金 264,380,326
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 117,834,162

     ロ 建物 433,125,545

      　建物減価償却累計額 △ 67,124,506 366,001,039

     ハ 構築物 33,457,226,780

      　構築物減価償却累計額 △ 7,026,735,299 26,430,491,481

     ニ 機械及び装置 347,521,636

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 116,386,103 231,135,533

     ホ 車両運搬具 1,424,085

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 925,087 498,998

     ヘ 工具、器具及び備品 3,866,440

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 1,128,109 2,738,331

     ト 建設仮勘定 197,678,898

        有形固定資産合計 27,346,378,442

令和６年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

資     産     の     部

（ 令和7年3月31日 )
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,335,296,863

        無形固定資産合計 2,335,296,863

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 34,715,561

        投資その他資産合計 36,054,561

        固定資産合計 29,717,729,866

2 流動資産

 (1) 現金預金 1,263,615,496

 (2) 未収金 171,019,578

     貸倒引当金 △ 3,419,583 167,599,995

        流動資産合計 1,431,215,491

        資産合計 31,148,945,357

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,796,611,468

     ロ その他の企業債 4,888,000

負     債     の     部
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        企業債合計 10,801,499,468

        固定負債合計 10,801,499,468

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 439,170,000

     ロ その他の企業債 612,000

        企業債合計 439,782,000

 (2) 未払金 532,521,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 10,491,000

        引当金合計 10,491,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 983,234,000

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 24,455,552,568

     長期前受金収益化累計額 △ 6,593,987,015 17,861,565,553

        繰延収益合計 17,861,565,553

        負債合計 29,646,299,021
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6 資本金 725,229,386

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　　 イ 受贈財産評価額 1,428,509

     ロ 国庫補助金 44,692,044

     ハ 県補助金 11,796,284

     ニ 受益者負担金等 3,252,601

     ホ 工事負担金 2,810,215

     ヘ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 77,104,802

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 405,931,822

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 264,380,326

        利益剰余金合計 700,312,148

        剰余金合計 777,416,950

        資本合計 1,502,646,336

        負債資本合計 31,148,945,357

資     本     の     部
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令和６年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具            ４年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和６年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金８，８７３，０００円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金１，１４９，４２２円を取り崩す。 
 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 
貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は７，３７４，０１３，０００円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）              （単位：千円） 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 

営業収益 839,209 26,749 865,958 

営業費用 1,748,820 181,061 1,929,881 

営業損益 △ 909,611 △ 154,312 △ 1,063,923 

経常損益 32,094 6,980 39,074 

セグメント資産 28,505,322 2,643,623 31,148,945 

セグメント負債 27,179,209 2,467,090 29,646,299 

・企業債 10,417,411 818,982 11,236,393 

・繰延収益 16,247,631 1,615,844 17,863,475 

・その他 514,167 32,264 546,431 

その他の項目    

・他会計繰入金 460,386 142,347 602,733 

・減価償却費 974,557 81,145 1,055,702 

・有形固定資産及び無形 1,408,531 △ 68,837 1,339,694 

  固定資産の増減額    
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業収
益

1,981,831

 1 営業収益 934,634

 1 下水道使用料 893,037

 1 下水道使用料 893,037

 2 雨水処理負担金 40,926

 1 雨水処理負担金 40,926 一般会計負担金

 3 その他営業収益 671

 1 手数料 487

 2 行政財産使用料 9 電柱占用料他

 4 雑収益 15 図面等複写実費

 5 会費等負担金 160

 2 営業外収益 1,047,197

 1 他会計補助金 646

 1 他会計補助金 646 一般会計補助金

金額 備        考

児玉工業団地下水道維持管理負担金

指定下水道工事店証交付手数料
排水設備工事責任技術者証交付手数料

令和７年度本庄市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節
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(単位：千円)

 2 他会計負担金 361,586

 1 他会計負担金 361,586 一般会計負担金

 3 国庫補助金 32,500

 1 国庫補助金 32,500

 4 長期前受金戻入 652,453

 1 長期前受金戻入 652,453

5
消費税及び地方消
費税還付金

1

 1

消費税及び地方消費
税還付金

1

6 雑収益 11

 1 延滞金 10 受益者負担金延滞金

 4 雑収益 1

目 節 金額 備        考

消費税及び地方消費税還付加算金

款 項
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
収益

190,770

 1 営業収益 29,956

 1
農業集落排水使用
料

29,788

 1 農業集落排水使用料 29,788

 2 その他営業収益 168

 2 行政財産使用料 1 電柱占用料

 4 雑収益 167 線下補償料

 2 営業外収益 160,814

1 他会計補助金 67,030

 1 他会計補助金 67,030 一般会計補助金

2 他会計負担金 43,127

 1 他会計負担金 43,127 一般会計負担金

3 長期前受金戻入 50,657

 1 長期前受金戻入 50,657

2,172,601収益的収入合計

款 項 目 節 金額 備        考
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業費
用

1,957,553

 1 営業費用 1,834,399

 1 管渠費 115,222

10 備消品費 216

12 光熱水費 1,860 中継ポンプ場電気料金

14 通信運搬費 360

15 委託料 58,483

16 賃借料 280 土地賃借料他

19 会費等負担金 461

23 工事請負費 44,293 人孔蓋更新工事他

24 路面復旧費 9,108

30 材料費 110

51 手数料 51

 2
流域下水道維持管
理負担金

509,504

43

流域下水道維持管理
負担金

509,504

目 節 金額 備        考

土木積算システム利用負担金

款 項

管渠調査業務委託
人孔調査業務委託他
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(単位：千円)

 3 普及促進費 231

10 備消品費 33

13 印刷製本費 198

 4 業務費 27,055

10 備消品費 408

15 委託料 91

19 会費等負担金 26,056

20 修繕費 500

 5 総係費 172,583

 1 給料 27,885

 2 手当 15,271

 3 賞与等引当金繰入額 4,775

 5 法定福利費 8,755

 7 旅費 118

款 項

総係関係職員7人分
会計年度任用職員1人分

目 節 金額 備        考

下水道使用料調定等事務委任負担金
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(単位：千円)

10 備消品費 764

11 燃料費 176

13 印刷製本費 164

14 通信運搬費 404

15 委託料 94,947

26 賃借料 17 有料高速道路通行料

19 会費等負担金 16,840

20 修繕費 473

26 保険料 257

32 報酬 298 下水道事業審議会委員報酬

47 貸倒引当金繰入額 953

51 手数料 486 ＥＢ手数料他

 6 減価償却費 1,006,024

36

有形固定資産減価償
却費

804,025

全体計画見直し業務委託
ウォーターＰＰＰ導入事前検討業務委託他

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
水道事業事務費負担金
庁舎使用負担金他

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

37

無形固定資産減価償
却費

201,999

 7 資産減耗費 3,780

38 固定資産除却費 3,780

 2 営業外費用 121,804

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

121,772

40 企業債利息 121,772

 2 雑支出 32

81 その他雑支出 32

 3 特別損失 850

 1 過年度損益修正損 850

53 過年度損益修正損 850

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

財政融資資金39件
地方公共団体金融機構資金137件
銀行等引受資金9件

過年度過誤納還付金及び還付加算金

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
費用

186,740

 1 営業費用 173,690

 1 管渠費 13,761

14 通信運搬費 316

15 委託料 7,400

16 賃借料 130

23 工事請負費 4,962 人孔等改修工事他

25 動力費 953 中継ポンプ場電気料金

 2 処理場費 53,172

12 光熱水費 63

14 通信運搬費 98

15 委託料 37,280

20 修繕費 2,000

23 工事請負費 1,500

25 動力費 12,078

手数料 153 浄化槽法定検査手数料他

款 項 目 節 金額 備        考

処理場維持管理業務委託
汚泥処分業務委託他

中継ポンプ場維持管理業務委託他

処理場電気料金

処理場改修工事

処理場機械設備修繕費

処理場水道料金
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(単位：千円)

 3 業務費 981

19 会費等負担金 981

 4 総係費 24,059

 1 給料 7,635 総係関係職員2人分

 2 手当 3,745

 3 賞与等引当金繰入額 1,378

 5 法定福利費 2,475

 7 旅費 17

10 備消品費 46

14 通信運搬費 25

47 委託料 7,180

19 会費等負担金 1,403

26 保険料 91

26 貸倒引当金繰入額 48

51 手数料 16

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
庁舎使用負担金他

下水道使用料調定等事務委任負担金

款 項 目 節 金額 備        考

農業集落排水最適整備構想見直し業務委託他
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(単位：千円)

 5 減価償却費 80,217

36

有形固定資産減価償
却費

80,217

 6 資産減耗費 1,500

38 固定資産除却費 1,500

 2 営業外費用 12,150

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

9,130

40 企業債利息 9,130

 2
消費税及び地方消
費税

3,000

46

消費税及び地方消費
税

3,000

 3 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 400

 1 過年度損益修正損 400

53 過年度損益修正損 400 過年度過誤納還付金

項 目 節 金額 備        考

財政融資資金12件
地方公共団体金融機構資金26件
銀行等引受資金2件

款
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(単位：千円)

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

2,144,293

目 節 金額 備        考

収益的支出合計

款 項
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的収入

1,067,435

 1 企業債 695,600

 1 建設改良債 637,400

 1 建設改良債 637,400

 2 流域下水道事業債 58,200

 1 流域下水道事業債 58,200

 2 他会計負担金 68,664

 1 他会計負担金 68,664

 1 他会計負担金 68,664 一般会計負担金

3 国庫補助金 261,800

 1 国庫補助金 261,800

 1 国庫補助金 261,800

4 負担金等 40,371

 1 受益者負担金 39,071

 1 受益者負担金 39,071

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 2 工事負担金 1,300

 2 その他工事負担金 1,300

5 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

目 節 金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

款 項
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的収入

38,356

 1 企業債 3,300

 1 建設改良債 3,300

 1 建設改良債 3,300

 2 他会計補助金 27,271

 1
企業債元金償還補
助金

27,271

 1

企業債元金償還補助
金

27,271 一般会計補助金

3 負担金等 2,940

 1 受益者分担金 2,940

 1 受益者分担金 2,940

4 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

5 基金繰入金 4,245

 1 基金繰入金 4,245

 1 基金繰入金 4,245

1,105,791

本庄市農業集落排水事業基金繰入金

節 金額 備        考

資本的収入合計

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

款 項 目
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的支出

1,460,814

 1 建設改良費 1,069,284

 1 管路建設改良費 1,011,062

 1 給料 26,454 管路建設改良関係職員7人分

 2 手当 14,197

 5 法定福利費 9,090

 7 旅費 54

10 備消品費 187

15 委託料 146,457

16 賃借料 256 臨時駐車場用地賃借料

19 会費等負担金 52,012

23 工事請負費 756,045
公共下水道汚水枝線築造工事
舗装本復旧工事
取付管設置工事他

31 補償費 1,000 物件補償料

35 報償費 2,910 受益者負担金一括納付報奨金

51 手数料 2,350 住民情報システム利用料他

金額 備        考

地盤変動影響事前事後調査業務委託他

水道工事等負担金
埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

款 項 目 節
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(単位：千円)

80 雑費 50

 2
流域下水道建設負
担金

58,222

34

流域下水道建設負担
金

58,222

 2 固定資産購入費 1,062

 1
有形固定資産購入
費

1,062

59 工具・器具及び備品 1,062

 3 企業債償還金 389,468

 1
建設企業債元金償
還金

328,600

69

建設企業債元金償還
金

328,600

 2
流域下水道事業債
元金償還金

60,256

70

流域下水道事業債元
金償還金

60,256

3
その他の企業債元
金償還金

612

70

その他の企業債元金
償還金

612

財政融資資金7件
地方公共団体金融機構資金18件

款

財政融資資金1件

マンホールポンプ用可搬式送水ポンプ他

項 目 節 金額 備        考

受益者負担金過誤納還付金及び加算金

財政融資資金32件
地方公共団体金融機構資金81件
銀行等引受資金8件
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(単位：千円)

 4
融資あっせん預託
金

1,000

 1
融資あっせん預託
金

1,000

74 融資あっせん預託金 1,000

款 項 目 節 金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的支出

67,916

 1 建設改良費 16,537

 1 管路建設改良費 8,033

23 工事請負費 8,033 取付管設置工事他

 2 処理場建設改良費 8,504

23 工事請負費 8,504

 2 固定資産購入費 465

 1
有形固定資産購入
費

465

74 工具・器具及び備品 465

 3 企業債償還金 50,314

 1
建設企業債元金償
還金

50,314

69

建設企業債元金償還
金

50,314
財政融資資金12件
地方公共団体金融機構資金26件
銀行等引受資金2件

処理場機械設備更新工事

活性汚泥濃度計他

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 4
融資あっせん預託
金

600

 1
融資あっせん預託
金

600

74 融資あっせん預託金 600

1,528,730

水洗便所改造資金融資あっせん預託金

資本的支出合計

款 項 目 節 金額 備        考
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